
３ ベネルクス 

 

（１） 商標法の動向等 
1) ベネルクスとは、ベルギー王国（以下「ベルギー」という。）、オランダ王国（以下

「オランダ」という。）、およびルクセンブルグ大公国（以下「ルクセンブルグ」と

いう。）の 3 ヵ国の集合体を指す。この 3 ヵ国は、1958 年 2 月 3 日付条約122、123に

よりベネルクス経済連合（以下「ベネルクス」という。）を設立している。 

欧州共同体商標意匠庁（OHIM）とは異なり、ベネルクス知的財産庁はマドリッド

協定議定書の直接の加盟国（機関）ではない。ベネルクスを構成するベルギー、オ

ランダ、ルクセンブルグがそれぞれ個別に加盟124しているが、マドリッド協定及び

マドリッド協定議定書 9 条の 4125の宣言をしており、マドリッド協定については

1971 年 1 月 1 日から、マドリッド協定議定書については 1998 年 4 月 1 日から、こ

れらの 3 ヵ国の領域は、それぞれマドリッド協定またはマドリッド協定議定書の適

用については一つの国とみなされる126、127。 

                                                  
122 Treaty establishing the Benelux Economic Union。発効は、1960 年 11 月 1 日。テキスト

（英文）はWIPOホームページでみることができる。WIPOホームページ→Resources→
WIPO Lex→Treaties→Benelux→Treaty establishing the Benelux Economic Union   
http://www.wipo.int/wipolex/en/other_treaties/details.jsp?group_id=24&treaty_id=510 
123 2008 年 6 月 18 日調印の条約によりベネルクス連合に改組されることが予定されている

が、当該条約はまだ発効していない。Treaty Revising the Treaty Establishing the Benelux 
Economic Union signed on 3 February 1958、
http://www.wipo.int/wipolex/en/other_treaties/details.jsp?group_id=24&treaty_id=511 
124 マドリッド協定およびマドリッド協定議定書への加入は、それぞれベルギーが 1892 年

7 月 15 日および 1998 年 4 月 1 日、オランダが 1893 年 3 月 1 日および 1998 年 4 月 1 日、

ルクセンブルグが 1924 年 9 月 1 日および 1998 年 4 月 1 日である。WIPOホームページ
→Trademarks→Madrid System→About Members→List of Members  
http://www.wipo.int/export/sites/www/treaties/en/documents/pdf/madrid_marks.pdf 
125 マドリッド協定議定書 
「第 9 条の 4 2 以上の国である締約国の共通の官庁 
(1) 2 以上の国である締約国が標章に関するそれぞれの国内法令を相互に統一することを

合意したときは、これらの国である締約国は、事務局長に次のことを通報することができ

る。 
(i) 1 の共通の官庁がこれらの国である締約国それぞれの官庁を代行すること。 
(ii) 前各条、次条及び第 9 条の 6 の規定の全部又は一部の適用上、これらの国である締

約国がそれらの領域の全体にわたって単一の国とみなされること。 
(2) (1)の規定に従って通報された内容は、事務局長が他のすべての締約国に対して当該

内容を通報した日の後 3 箇月を経過するまでは、有効とならない。」 
126 知財条約 4.7 条参照。WIPOホームページ→Trademarks→Madrid System→About 
Members→List of Members 注 3。ただし、欧州に所在するベルギー、オランダ、ルクセ

ンブルグの領域に限られる（知財条約 1.16 条）
http://www.wipo.int/export/sites/www/treaties/en/documents/pdf/madrid_marks.pdf 
127 2003 年 4 月 28 日から、マドリッド協定議定書は、旧オランダ領アンティルに及ぶこと

になった。2010 年 10 月 10 日にオランダ領アンティルは消滅したが、旧オランダ領アンテ
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2) 知的財産については、2005 年 2 月 25 日に調印され、2006 年 9 月 1 日に発効して

いる「ベネルクス知的所有権（商標及び意匠）に関するベネルクス条約」128、 、129 130

（以下「知財条約」という。）及び「ベネルクス知的所有権（商標及び意匠）に関す

るベネルクス条約に基づく施行規則131」（以下「施行規則」という。）があり、ベネ

ルクスの領域132内で効力を有するベネルクス商標の登録手続、効力等を定めている。 

                                                                                                                                                  

elux 

ィルのうち、新たに自治領となったキュラソー（Curaçao）及びシント・マールテン（Sint 
Maarten）には、マドリッド協定議定書の効力が及ぶ。旧オランダ領アンティルのその他の

地域、シント・ユースタティウス（Sint Eustatius）、サバ（Saba）及びボネール（Bonaire）
は、オランダ本国の一部となったので、当然に効力は及ぶ。ただし、これらの地域には、

ベネルクスの領域指定では国際登録の保護は認められないので、出願書類MM2 において、

別にこれらの地域（キュラソー、シント・マールテン、シント・ユースタティウス・サバ・

ボネール）を指定する必要がある。WIPOホームページ→Trademarks→Madrid 
System→About Members→List of Members 注 11  
 http://www.wipo.int/export/sites/www/treaties/en/documents/pdf/madrid_marks.pdf 
なお、2010 年 10 月 10 日までに登録された国際登録について、旧オランダ領アンティルが

領域指定されている場合には、当該国際登録の領域指定は、これらの地域において有効で

あるが、国際登録日又は事後指定日が 2010 年 10 月 11 日以後である場合は、無効である。
WIPO Information Notice No.14/2010(October 11. 2010)  
http://www.wipo.int/edocs/madrdocs/en/2010/madrid_2010_14.pdf  
また、これらの地域においては、国際登録の領域指定がされると自動的に保護が認められ

る。したがって、当該地域の関連法令の執行をオランダ政府を代理して行っているベネル

クス知的財産庁は、国際事務局から、これらの地域を指定する領域指定を受領した場合に

は、当該通知は、当該地域における国際登録の保護認容声明とみなすことになっている。
WIPO Information Notice No. 27/2011(August 19, 2011)  
http://www.wipo.int/edocs/madrdocs/en/2011/madrid_2011_27.pdf 
128 1962 年 3 月 19 日調印、1969 年 7 月 1 日発効のBenelux Convention on Trademarksに
代わるもの。同条約は、知財条約 5.2 条により廃止された。 
129 http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm  
テキスト（英文）は WIPO ホームページで見ることができる。 
WIPO ホームペ－ジ→Resources→WIPO Lex→IP Legislation→Belgium or Netherlands or 
Luxembourg→IP Regional Treaties→Benelux Convention on Intellectual Properties 
http://www.wipo.int/wipolex/en/other_treaties/details.jsp?treaty_id=229 
130 2010年 7月 22日に、知財条約を変更するProtocol of 22 July 2010 amending the Ben
Convention on Intellectual Propertyが調印されているが、まだ発効していない。フランス語

のテキストをWIPOホームページで見ることができるが、日本語、英語はない。WIPOホー

ムペ－ジ→Resources→WIPO Lex→IP Legislation→Belgium or Netherlands or 
Luxembourg→IP Regional Treaties→Protocol amending the Benelux Convention on 
Intellectual Property  
http://www.wipo.int/wipolex/en/other_treaties/details.jsp?treaty_id=840 
なお、European Communities Trademark Association (ECTA)ホームページに当該議定書の

概要及び更に予定されている改正等についての解説がある。
http://www.ecta.org/IMG/pdf/camille_janssen.pdf 
131 テキスト（日本語）は、日本国特許庁ホームページでみることができる。日本国特許庁

ホームページ→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→条約→ベネルクス→知的

財産規則 http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm 
132 知財条約が適用されるのは、欧州に所在するベルギー、オランダ、ルクセンブルグの領
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知財条約 1.2 条に基づき、ベネルクス知的財産庁（商標及び意匠）（以下「ベネル

クス知的財産庁」という。）が設立されており、ベネルクス領域内における出願は、

国内当局に対して行われたものであると、ベネルクス知的財産庁に直接行われたも

のであるかを問わず、ベネルクス知的財産庁で審査、登録等が行なわれる。 

 

（２） 商標の定義 
1) 個別商標 

名称、デザイン、スタンプ、シール、文字、図、物品又は包装の形状、及びその

他の全ての標識(sign)であって、視覚的に表示することができ、かつ、1の企業の商

品又は役務を識別するために使用することができるもの（知財条約2.1条1項）。 

ただし、物品の性質それ自体によって規制される形状、物品に実質的価値を与え

る形状、又は、技術的成果を獲得するために必要である形状のみによって構成され

る標識は、商標とはみなされない（知財条約2.1条2項）。 

一般法の規定に影響することなく、姓は、商標として使用することができる（知

財条約2.1条3項）。 

2) 団体商標 

a) 複数の企業の商品又は役務の1又は2以上の共通の特徴を識別するために、所有

者の管理の下で使用される標識で出願時に団体商標と指定されているもの（知財

条約2.34条1項）。 

ただし、団体標章の所有者及び所有者が直接又は間接にその運営若しくは監督

に関与している企業の商品又は役務については、その団体商標を使用することは

できない（知財条約2.34条2項）。 

b) 業として、商品又はサービスの原産地を指定するために使用される標識で出願時

に団体商標と指定されているもの（知財条約2.34条3項）。ただし、第三者が正当

な商慣習に従って業として使用することを阻止する権限はなく、特に、当該地理

的名称を使用する権利を有する第三者には対抗することができない（同）。  

c) （使用及び管理に関する規約） 

i) 団体標章の出願には、使用及び管理に関する規約を添付しなければならない

（知財条約2.36条1項）。国際登録の領域指定の場合は、国際登録の領域指定の

通知日から6カ月以内に直接ベネルクス知的財産庁に提出しなければならない

133（知財条約2.36条）。 

                                                                                                                                                  
域に限られる（知財条約 1.16 条）。 
133 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→Miscellaneous 
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ii) 使用及び管理の規約は、その標章が保証しようとする商品又は役務の共通の特

徴、当該特徴の適切かつ効率的管理の方法及び適切な制裁を明示するものとす

る（知財条約2.37条1項、2項）。 

iii) 使用及び管理に関する規約の改正は、ベネルクス知的財産庁に届け出なけれ

ばならない（知財条約2.40条1項）。当該改正は記録されるが、届出以降に効力

を生じる（知財条約2.40条2項、3項）。 

   d) 別段の定めがない限り、団体標章にも個別商標に関する規定が適用される 

（知財条約2.35条）。  

 

（３） 方式要件 
国際登録の領域指定は、その保護が拒絶されない限り、ベネルクス知的財産庁にお

いて登録される（知財条約 2.10 条 2 項）。ベネルクス知的財産庁が送付した保護認容

声明を国際事務局が公告した日が登録日とみなされる（施行規則 1.8 条 1 項134）。 

なお、国際登録の名義人は、ベネルクス知的財産庁の施行規則に従い登録手続を遅

滞なく進めることを要求することができる（知財条約 2.10 条 3 項、施行規則 1.7 条）。

この場合は、当該要求の日が登録日とみなされる（施行規則 1.8 条 2 項）。ただし、ベ

ネルクス知的財産庁は審査及び異議申立に基づき当該登録を取り消すことができるこ

と及び名義人はベネルクス知的財産庁の当該決定について上訴することができること

に同意しなければならない（知財条約 2.10 条 3 項後段）。 

しかし、国際登録の領域指定における方式要件については、団体商標を除き、特別

の規定は設けられていない。出願書類（MM2）の記入に関する留意点については、以

下のとおりである。 

 

出願書類（MM2）の記載 

(1)出願人・代理人 

出願人について特段の要求はないが、国内出願の場合、出願人が法人である場合

は、その法律的形態を表示しなければならない（施行規則1.1条1項(a)）ので、国際

登録出願様式MM2第2欄「APPLICANT」(f)欄を記載しておくことが望ましい。 

(2)マーク 

  商標の定義は、（２）1)記載のとおりである。 

(3)標準文字制度 

  特段の規定はないが、国内出願の場合には、商標が文字商標、図形商標、半図形

商標、形態商標又はその他の商標の種類の記載が要求されている（施行規則 1.1 条

                                                                                                                                                  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=misc 
134 同条では、「マドリッド協定及びマドリッド議定書に基づく共通規則の規則 17(6)(a) 
(i)に規定されている、庁によって送付された宣言書」となっているが、共通規則の改正によ

り、共通規則 18 規則の 3 第 1 項の保護認容声明と考えられる。 
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(1)(e)）。 

なお、日本語の漢字・片仮名・平仮名のマークについては、文字商標ではなく、

図形商標とみなされると考えられる。日本語のみからなる商標であるという事由で

は暫定拒絶とはならない135が他方、読みの音についての保護を求める場合には、別

に文字商標の出願をすることが望ましいと考えられる。 

(4)色彩に係る主張 

  色彩についての文言による表示が必要で、可能であれば色彩コードを添付する（施

行規則 1.1 条(f)）。 

(5)標章音訳 

  特段の規定はない。ラテン文字以外の文字からなる商標については、マドリッド

共通規則第 9規則(4)(a)(xii)に従って必ずMM2の第 9(a)欄にラテン文字を記載しなけ

ればならない。 

(6)標章の翻訳 

  特段の規定はない。日本語からなる商標について翻訳を記載していなくても暫定

拒絶は出ていない。 

(7)商標が意味を持たない造語を含む場合 

  特段の規定はない。 

(8)立体商標 

立体商標の登録は認められるが、商標が文字商標、図形商標、半図形商標、形態

商標又はその他の商標の種類の記載が要求されている（施行規則 1.1 条(1)(e)）。国際

登録の場合は、MM2 第 9(d)欄「Three-dimensional Mark」にチェックをする必要が

ある。ただし、物品の性質それ自体によって規制される形状、物品に実質的価値を

与える形状、又は、技術的成果を獲得するために必要である形状のみによって構成

される標識は、商標とはみなされない（知財条約 2.1 条 2 項）。 

(9)団体商標 

団体商標に関するものである旨を表示し、使用及び管理に関する規約を添付しな

ければならない（施行規則1.2条1項、2項）。国際登録の領域指定の場合には、出願

人は当該規約を国際登録の領域指定の通知日から6ヵ月以内に、直接ベネルクス知的

財産庁に提出することができる136（知財条約2.36条2項）。団体商標の国際登録の領

域指定に使用及び管理の規約が添付されていない場合は、ベネルクス知的財産庁は

遅滞なく国際登録の名義人に、当該期限内に当該規約を提出する義務について暫定

                                                  
135 例えば、国際登録 1054243「魚地球」、1105199「まる」など。 
136 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→Miscellaneous 
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=misc 
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的拒絶の通報により国際事務局を経由して通知する137（施行規則3.2条2項）。 

(10)標章の記述(説明) 

商標の識別的要素についての説明（50 語以下）を提供することができる（施行規

則 1.1 条 2 項）。ただし、マドリッド共通規則第 9 規則(4)(xi)では、基礎の商標出願

又は登録に記載がある場合に、同一の記述（説明）が出来るのみである。 

(11)標章の称呼 

  特段の規定はない。 

(12)ディスクレーム制度 

  特段の規定はない。 

(13)商品及び役務 

商標の使用を予定している商品及び役務の一覧は、ニース協定による商品及び役

務の区分の番号を付記する（施行規則 1.1 条(d)）。ベネルクス知的財産庁は、ニース

分類のすべての区分の表題（headings）を受け付ける138。 

(14)使用の意思の宣言 

  使用の意思の宣言書の提出を求める共通規則第 7 規則(2)に基づく宣言はしていな

いので、不要である139。 

(15)その他 

国内出願については、パリ条約に基づく優先権を主張する場合には、出願におい

て、又は出願から 1 ヵ月以内に優先権主張を行うとともに、優先権証明書を提出し

なければならない（施行規則 1.4 条 1 項から 4 項）が、国際登録の領域指定につい

ては、議定書 4 条 2 項140に基づき、証明書類の提出は不要と考えられ、国際出願MM2

                                                  
137 国際登録 1124294「BUON MA THUOT COFFEE」参照 
138 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→Miscellaneous 
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=misc 
139 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Declarations made by Contracting Parties of the Madrid System 
under the Agreement, the Protocol and the Common Regulations 
http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html 
140 議定書 4 条 2 項「すべての国際登録について、その名義人は、工業所有権の保護に関す

るパリ条約第 4 条Ｄに定める手続に従うことを要することなく、同条に定める優先権を有

する。」 
パリ条約第 4 条 D 
「(1) 最初の出願に基づいて優先権を主張しようとする者は、その出願の日付及びその出願

がされた同盟国の国名を明示した申立てをしなければならない。各同盟国は、遅くともい

つまでにその申立てをしなければならないかを定める。 
(2) (1)の日付及び国名は、権限のある官庁が発行する刊行物(特に特許及びその明細書に関

するもの)に掲載する。 
(3) 同盟国は、優先権の申立てをする者に対し、最初の出願に係る出願書類(明細書、図面

等を含む。)の謄本の提出を要求することができる。最初の出願を受理した主管庁が認証し
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第 6 欄「PRIORITY CLAIMED」の記載でよい。 

                                                                                                                                                  
た謄本は、いかなる公証をも必要とせず、また、いかなる場合にも、後の出願の日から 3
箇月の期間内においてはいつでも、無料で提出することができる。その謄本には、その主

管庁が交付する出願の日付を証明する書面及び訳文を添付するよう要求することができる。 
(4) 出願の際には、優先権の申立てについて他の手続を要求することができない。各同盟国

は、この条に定める手続がされなかった場合の効果を定める。ただし、その効果は、優先

権の喪失を限度とする。 
(5) 出願の後においては、他の証拠書類を要求することができる。 
最初の出願に基づいて優先権を主張する者は、その最初の出願の番号を明示するものとし、

その番号は、(2)に定める方法で公表される。」 
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（４） 審査 
 ① 実体審査の概略 

   実体審査の概略の流れは次のとおりである。 

 
【ベネルクス知的財産庁】 【第三者】

（異議申立人）

 

 

共通規則18規則の3(4)/19規則(1)

絶対的拒絶理由
の審査

領域指定の通知
日から12ヵ月以内

国際登録出願
（事後指定）

国際登録の領域
指定の通知

高等上訴裁判所
への上訴

判決

保護認容(全部
又は一部）声明

保護認容（全部
又は一部）声明

【出願人】 【国際事務局(WIPO)】

領域指定通知の
受領

暫定的拒絶の
通報

暫定的拒絶の
通報

国際登録・公告

最終処分 最終処分

応答

異議手続

処分の確定処分確定通知処分確定通知

保護拒絶（全部）
の確定声明

保護拒絶（全部）
の確定声明

保護拒絶（全部）
の確定声明

ブラッセル上訴裁判所、へーグ裁判所又
はルクセンブルグ上訴裁判所

国際登録の
公告日から
2ヵ月以内

異議申立

異議決定

異議決定が全部又は一部保護の場合

異議決定が全部拒絶の場合

保護（全部又は
一部）の確定

裁判所への上訴 判決

最終処分が全部又は一部保護で、
異議申立がない場合

最終処分が全部又は一部保護
で、異議申立がある場合

暫定的拒絶の
通報

暫定的拒絶の
通報

異議決定

最終処分が全部拒絶の場合

異議決定

領域指定の通知
日から12ヵ月以内

応答
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1) 国際登録の領域指定は、知財条約第 2.13 条（絶対的拒絶理由の審査）及び第 2.18

条（異議手続）に従って、その保護が拒絶されない限り、ベネルクス知的財産庁に

おいて登録される（知財条約 2.10 条 2 項）。ベネルクス知的財産庁が送付した保護

認容声明を国際事務局が公告した日が登録日とみなされる（施行規則 1.8 条 1 項141）。 

なお、国際登録の名義人は、ベネルクス知的財産庁の施行規則に従い登録手続を

遅滞なく進めることを要求することができる（知財条約 2.10 条 3 項、施行規則 1.7

条）。この場合は、当該要求の日が登録日とみなされる（施行規則 1.8 条 2 項）。た

だし、ベネルクス知的財産庁は審査及び異議申立に基づき当該登録を取り消すこと

ができること、及び名義人はベネルクス知的財産庁の当該決定について上訴するこ

とができることに同意しなければならない（知財条約 2.10 条 3 項後段）。 

2) 商標登録出願の絶対的拒絶理由は、国際登録の領域指定に適用される（知財条約

2.13条1項）。ベネルクス知的財産庁は、国際登録の領域指定に絶対的拒絶理由があ

るとき142は、国際事務局に対し、保護の全部又は一部の暫定的拒絶通報により、書

面で遅滞なく、拒絶理由を表示して、保護を拒絶する意図を通知する（知財条約2.13

条2項前段）。暫定的拒絶通報は国際事務局から名義人に送付される（共通規則17規

則4項）。 

3) 国際登録の領域指定については、国際事務局により当該国際登録の領域指定が公告

された月の翌月の初日から2ヵ月の期間内に、ベネルクス知的財産庁に異議申立をす

ることができる（知財条約2.18条1項）。ベネルクス領域内での再公告は行われない
143。異議申立があった場合には、ベネルクス知的財産庁は、遅滞なく暫定的拒絶通

報を国際事務局に送付する（知財条約2.18条2項）。暫定的拒絶通報には、異議手続

に関する知財条約及び施行規則の関連規定が記載される（同上）。 

4) 国際登録の領域指定について、暫定的拒絶通報が発行されることなく、ベネルクス

知的財産庁の絶対的拒絶理由の審査が終了し異議申立期間が満了した場合には、ベ

ネルクス知的財産庁は、国際事務局に、当該国際登録の領域指定に保護が与えられ

る旨の通知を送付し（共通規則 18 規則の 3(1)）、当該通知は、国際事務局から、国

際登録の名義人に通知される（共通規則 18 規則の 3(5)）。国際登録の領域指定は、

ベネルクス知的財産庁が送付した保護認容声明が国際事務局により公告された日が

登録日とみなされる（施行規則 1.8 条 1 項144）。国際事務局が国際登録の領域指定を

                                                  
141 同条では、「マドリッド協定及びマドリッド議定書に基づく共通規則の規則 17(6)(a) 
(i)に規定されている、庁によって送付された宣言書」となっているが、共通規則の改正によ

り、共通規則 18 規則の 3 第 1 項の保護認容声明と考えられる。 
142 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→As designated Office  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=designated 
143 同上。 
144 同条では、「マドリッド協定及びマドリッド議定書に基づく共通規則の規則 17(6)(a) 
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ベネルクス知的財産庁に通知した日から 12ヵ月以内に暫定的拒絶通報が送付されな

かった場合145も、ベネルクスでの保護が認められるので、保護認容声明が送付され

ると考えられるが、当該保護認容声明が送付されなかった場合の登録日について、

知財条約、施行規則には記載がない。 

5) ベネルクス知的財産庁による絶対的拒絶理由の審査に基づく暫定的拒絶通報につ

いて、国際登録の名義人は、当該暫定的拒絶通報に応答をする機会が与えられる（知

財条約2.13条2項後段）。応答期間は、原則1ヵ月未満であるが、職権又は請求により

延長することができる（施行規則1.15条1項）。ただし、ベネルクス知的財産庁が暫

定的拒絶通報を発行した日から起算して6ヵ月を超えることはできない（施行規則

1.15条1項）。なお、（５）①の絶対的拒絶理由の審査に基づく暫定的拒絶通報の例に

記載されている応答期間はベネルクス知的財産庁が暫定的拒絶通報を発行した日か

ら3ヵ月以内であり、また、国内出願に関するものであるが、特許庁の「世界の産業

財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド146」オランダ編、ベルギー編、

ルクセンブルグ編でも、「通知の日から3ヵ月以内（実務上は6ヵ月以内）」とされて

いる。 

暫定的拒絶通報に記載された絶対的拒絶理由が所定の期間内に解消しない場合は、

その国際登録の領域指定の保護の全部又は一部は拒絶され（最終処分）、当該最終処

分は国際登録の名義人に遅滞なく通知される（知財条約2.11条4項）。当該通知には、

拒絶理由及び上訴の手続きが記載される（同上）。 

国際登録の領域指定の全部又は一部についての拒絶が確定したときは、その旨国

                                                                                                                                                  
(i)に規定されている、庁によって送付された宣言書」となっているが、共通規則の改正によ

り、共通規則 18 規則の 3 第 1 項の保護認容声明と考えられる。 
145 ベネルクスは、暫定的拒絶の通報の送付期間を国際登録の領域指定の通知の日から 18
カ月とするマドリッド協定議定書 5 条(2)(b)の宣言及び当該 18 カ月の期間経過後に異議申

立に基づく暫定的拒絶の通報の送付が認められるマドリッド協定議定書 5 条(2)(c)の宣言を

していないので、1 年以内に暫定的拒絶の通報を発行しなければならない（マドリッド協定

議定書 5 条(2)(a)）。WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International 
Registration of Marks→about Members→Declarations made by Contracting Parties of the 
Madrid System under the Agreement, the Protocol and the Common Regulations 
http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html 
なお、WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→General 
Informationhttp://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=general では、暫定

的拒絶の通報の送付期間を国際登録の領域指定の通知の日から 18ヵ月とするマドリッド協

定議定書 5 条(2)(b)の宣言をしていることになっているが、誤りである。   
146 日本国特許庁ホームページ→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→世界の

産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド→（制度）オランダ

http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/NETHRLANDS.html・→ベルギー

http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/BELGIUM.html・→ルクセンブルグ
http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/LUXEMBOURG.html 
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際事務局に通報される（共通規則18規則の3(2)、(3)）。当該通知は、国際事務局から、

国際登録の名義人に通知される（共通規則18規則の3(5)）。 

6) 異議申立に基づく暫定的拒絶通報については、ベネルクス知的財産庁が暫定的拒絶

通報を発行した日から2ヵ月後147に異議手続が開始される（施行規則 1.17条 1項(b)）

ので、それまでに代理人を選任し、応答する必要がある。国際登録の名義人が、提

起された異議申立に対して反対しない場合には、名義人は、国際登録の領域指定の

保護請求を放棄したものとみなされる（知財条約 2.16 条 3 項(b)）。 

7) 暫定的拒絶通報に対して応答し、又は異議手続が開始された場合において、国際登

録の領域指定の全部又は一部の保護が確定し、又は全部の保護の拒絶が確定した場

合には、ベネルクス知的財産庁は、その旨国際事務局に通知する（知財条約 2.11 条

4 項（絶対的拒絶理由）、2.18 条 3 項（異議手続）、共通規則 18 規則の 3(2)、(3)）。

当該通知は、国際事務局から、国際登録の名義人に通知される（共通規則 18 規則の

3(5)）。ベネルクス知的財産庁が送付した保護認容声明を国際事務局が公告した日を

登録日とみなす（施行規則 1.8 条 3 項）。 

 

 ② 審査内容 

ベネルクス知的財産庁は、絶対的拒絶理由についてのみ審査する148。相対的拒絶理

由は、異議手続においてのみ判断される（知財条約 2.14 条 1 項－4 項）。 

 

 ③ 暫定的拒絶通報の期間 

   ベネルクス知的財産庁は、国際登録の領域指定の通知の日から 12 ヵ月以内に国際事

務局に暫定的拒絶通報を送付する149（マドリッド協定議定書 5 条(2)(a)）。 

 

 ④ 絶対的拒絶理由の内容 

1) ベネルクス知的財産庁は、次の判断をしたときは、当該国際登録の領域指定の保護

を拒絶する（知財条約2.11条1項）。拒絶は商標を構成する標識の全体に及ぶが、指定

商品及び役務の一部に限定することができる（知財条約2.11条2項）。 

(a) 標識が、（２）1)の商標の定義（団体商標の場合は、（２）2)を含む）に定義さ

れている商標を構成することができない。  

(b) 商標が識別性を欠いている。  

                                                  
147 国際登録 1021597「TOSA」の暫定的拒絶の通報参照。3 月 1 日付の異議申立（III欄）

に対してVII欄では手続開始を 5 月 3 日としている。 
148 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→As designated Office  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=designated 
149 注 19 参照。 
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(c) 商標が、商品又は役務の種類、品質、数量、用途、価格、原産地又は製造若しくは

提供の時期、又はそれに関する他の特徴を表示するために、商取引上使用される標

識又は表示のみによって構成されている。  

(d) 商標が、日常用語又は誠実かつ確立した商慣習の一部となっている標識又は表示の

みによって構成されている。  

(e) 商標が、次のいずれかに該当する。 

 (i) 使用方法にかかわりなく、ベネルクス領域内の1つの国における公序良俗に反す

る商標、又はパリ条約第6条の3（国の紋章等の保護）により拒絶又は無効とされ

るべき商標（知財条約2.4条(a)） 

(ii) 公衆を誤認させる（例えば、商品又は役務の性質、品質又は原産地に関して）

おそれのある商標（知財条約2.4条(b)） 

(iii) ぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表示から構成され、又はこれを含む商標

（原産地が異なるぶどう酒又は蒸留酒に関する場合）。ただし、出願が2000年1月1

日又は当該地理的表示についての保護の開始より前に善意でされていたときは、

この限りでない（知財条約2.4条(g)）。 

 

2)  なお、次の商標は、登録されても、商標権を取得することはできない（知財条約 2.4

条）。必ずしも拒絶理由にはなっていないので、登録される可能性はあるが、権利行使

はできないということになると考えられる。 

(a) 使用方法にかかわりなく、ベネルクス領域内の1つの国における公序良俗に反する

商標、又はパリ条約第6条の3（国の紋章等の保護）により拒絶又は無効とされるべ

き商標（知財条約2.4条(a)） 

(b) 公衆を誤認させる（例えば、商品又は役務の性質、品質又は原産地に関して）お

それのある商標（知財条約2.4条(b)） 

(c) 類似の商品又は役務について登録され、出願前3年以内に消滅した団体商標に類似

している商標（知財条約2.4条(c)） 

(d) 類似の商品又は役務について第三者によって登録され、出願前2年以内に期間満了

により消滅した個別商標に類似した商標（当該第三者が同意したとき、不使用であ

った場合を除く）（知財条約2.4条(d)） 

(e) 第三者が所有しているパリ条約第6条の2の意味における周知商標と混同を生じる

おそれのあるもの（当該第三者が同意している場合を除く）（知財条約2.4条(e)）  

(f) 商標の登録であって不正に出願されたもの。次のものが含まれる。（知財条約 

2.4条(f)） 

 (i) 第三者がベネルクス領域において過去3年の間に類似の商品又は役務に類似商標

を不正の目的でなく通常の使用をしていた事実を知りながら、又は正当な理由な

く知らないでなされた出願（当該第三者の同意がある場合を除く） 
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 (ii) 第三者がベネルクス領域外において過去3年の間に類似の商品又は役務に類似

商標を不正の目的でなく通常の使用をしていた事実を、当該第三者との直接の関

係から知得しながらなされた出願（当該第三者が同意している場合、又は当該知

得が出願人のベネルクス領域における当該商標の使用開始後である場合は除く）。  

(g) ぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表示から構成され、又はこれを含む商標（原

産地が異なるぶどう酒又は蒸留酒に関する場合）。ただし、出願が2000年1月1日又

は当該地理的表示についての保護の開始より前に善意でされていたときは、この限

りでない。（知財条約2.4条(g)）。 

 

 ⑤ 相対的拒絶理由の内容 

1) 次の商標については、先の商標の出願人又は所有者はベネルクス知的財産庁に異議

申立することができる（知財条約2.14条1項）。 

(a) 知財条約2.3条(a)及び(b)に従い、優先順位が自己の順位より下位にあるもの 

(b) パリ条約第6条の2の意味における自己の周知商標との混同を生じさせるおそれが

あるもの  

 

2)  出願の優先順位を決定するときは、次の商標についての有効な権利を考慮しなけれ

ばならない（知財条約2.3条）。 

(a) 同一の商品又は役務について出願された同一の商標 （知財条約2.3条(a)） 

(b) 同一又は類似の商品について出願された同一又は類似商標で、公衆に混同を生じる

（先の商標との結合を含む）おそれがある場合。（知財条約2.3条(b)） 

(c) 類似していない商品又は役務について出願された類似商標で、ベネルクス領域に

おいて名声を享受しているもので、正当な理由なく後の標章を使用することにより、

先の標章の識別性又は名声から不当に利得するか、これらを害することとなる場合

（知財条約2.3条(c)） 

 

3) 国際登録の領域指定については、国際事務局により当該国際登録の領域指定が公告

された月の翌月の初日から2ヵ月の期間内に、ベネルクス知的財産庁に異議申立をす

ることができる（知財条約2.18条1項）。 

 

（５）暫定的拒絶通報を受領した場合の国際登録出願名義人の応答手続 
 ① 暫定的拒絶通報の見本と翻訳、内容の説明（使用言語）、全部拒絶/一部拒絶の取扱い 

1) 暫定的拒絶通報はフランス語である。 

2) 暫定的拒絶通報には、全部拒絶と一部拒絶とがある。 

  3) 暫定的拒絶通報の例は次のとおりである。 
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絶対的拒絶理由に基づく暫定的拒絶通報 

 
ベネルクス知的財産庁の表

示と住所、電話番号、FAX
番号、連絡先 e-mail アドレ

ス、URL 

 
 
 
 
 

WIPO 国際事務局の表示と

住所  
 
 

・拒絶通報の発行日、庁内照

会番号、担当者、電話番号、

商標、国際登録番号 

マドリッド協定第 5 条に基

づく暫定拒絶通報の記載 

以下の項目記載 
 
 
 
 
 

国際登録番号の記載  
 

国際登録名義人の名称、住所 

拒絶理由： 
・理由と適用条文の説明 
・商品/役務の限定リストの

表示 

拒絶の内容記載：部分拒絶 

適用するベネルクス知的財

産条約の条文の記載： 
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暫定拒絶への応答： 
①応答期限：拒絶の発行日か

ら 3 カ月以内 
②応答者：欧州連合域内、或

いは欧州経済域内に住所を

有する代理人、または、この

区域内の住所を提示。 
上記条件が満たされない

場合、最終拒絶となる。 

・発行日 
・商標の記載 

登録部長の名前とサイン 
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・発行日 
・商標の記載  

 
 
 

ベネルクス知的財産条約（商

標及び意匠）の関連部分  
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 ・発行日 

・商標の記載  
 
 
 ベネルクス知的財産条約（商

標及び意匠）の関連部分 
～続き 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 99



 
 ・発行日 

・商標の記載  
 
 
 ベネルクス知的財産条約（商

標及び意匠）の関連部分 
～続き 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ベネルクス知的財産条約（商

標及び意匠）に基づく施行規

則の関連部分 
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 ・発行日 

・商標の記載  
 
 
 ベネルクス知的財産条約（商

標及び意匠）に基づく施行規

則の関連部分 
～続き 
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異議に基づく暫定的拒絶通報 
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 104
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② 暫定的拒絶通報への応答期間 

1) ベネルクス知的財産庁による絶対的拒絶理由の審査に基づく暫定的拒絶通報につ

いての応答期間は、原則1ヵ月未満であるが、職権又は請求により延長することがで

きる（施行規則1.15条1項）。ただし、ベネルクス知的財産庁が暫定的拒絶通報を発

行した日から起算して6ヵ月を超えることはできない（施行規則1.15条1項）。 

なお、（５）①の絶対的拒絶理由の審査に基づく暫定的拒絶通報の例に記載されて

いる応答期間はベネルクス知的財産庁が暫定的拒絶通報を発行した日から3ヵ月以

内であり、また、国内出願に関するものであるが、特許庁の「世界の産業財産権制

度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド150」オランダ編、ベルギー編、ルクセ

ンブルグ編でも、「通知の日から3ヵ月以内（実務上は6ヵ月以内）」とされている。 

暫定的拒絶通報に記載された絶対的拒絶理由が所定の期間内に解消しない場合は、

その国際登録の領域指定の保護の全部又は一部は拒絶され（最終処分）、当該最終処

分は国際登録の名義人に通知される（知財条約2.11条4項）。当該通知には、拒絶理由

及び上訴の手続きが記載される（知財条約2.11条4項）。国際登録の領域指定の全部又

は一部についての拒絶が確定したときは、その旨国際事務局に通報される（共通規

則18規則の3(2)、(3)）。当該通知は、国際事務局から、国際登録の名義人に通知され

る（共通規則18規則の3(5)）。 

2) 異議申立に基づく暫定的拒絶通報については、ベネルクス知的財産庁が暫定的拒絶

通報を発行した日から2ヵ月後151に異議手続が開始される（施行規則 1.17条 1項(b)）

ので、それまでに代理人を選任し、応答する必要がある。国際登録の名義人が、提

起された異議申立に対して反対しない場合には、名義人は、国際登録の領域指定の

保護請求を放棄したものとみなされる（知財条約 2.16 条 3 項(b)）。 

 

③ 現地代理人の必要性の有無 

1) 現地代理人の選任は、国際登録の名義人が欧州連合又は欧州経済領域の領域内に事

業所又は住所を有していない場合にのみ必要である152（異議手続について153、知財

                                                  
150 日本国特許庁ホームページ→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→世界の

産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド→（制度）オランダ

http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/NETHRLANDS.html・→ベルギー

http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/BELGIUM.html・→ルクセンブルグ
http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/LUXEMBOURG.html 
151 国際登録 1021597「TOSA」の暫定的拒絶の通報参照。3 月 1 日付の異議申立（III欄）

に対してVII欄では手続開始を 5 月 3 日としている。 
152 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→Miscellaneous 
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=misc 
153 知財条約及び施行規則では、WIPOのホームページでの記載と異なり、必ずしもすべて
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条約2.15条1項、2項）。ただし、ベネルクス知的財産庁の言語はオランダ語及びフ

ランス語であり、ベネルクス知的財産庁宛の全ての書類は、これらの言語の何れか

で作成しなければならない（施行規則3.3条1項、2項）。 

代理人は、事務所又は事業所を欧州連合又は欧州経済領域に有していなければな

らない154（施行規則3.6条2項）。代理人が選任された場合、ベネルクス知的財産庁

又はベネルクス領域内の官庁への手続に関する通信の全ては、代理人に宛てられる

（施行規則3.6条3項）。 

欧州連合又は欧州経済領域内に事務所又は事業所を有せず、かつ、代理人も選任

しない場合は、当該領域内での郵便受信のために住所を届け出なければならない（施

行規則 3.6 条 4 項 4）。 

  2) 異議手続については、特則が設けられている。 

(a) 個人又は法人で、欧州連合又は欧州経済領域内に郵便送達宛先又は登録事務所

又は現実かつ真正の工業上又は商業上の事業所を有している者は、異議申立関連

手続に関し、従業者を代理人として手続をすることができる（知財条約2.15条3項）。

所定の様式による署名された委任状をベネルクス知的財産庁に提出しなければな

らない（同上）。 

当該従業者は、その事業体に経済的に関連している他の事業体のためにも代理

人として行為することもできる（知財条約2.15条3項）。他の事業体が欧州連合又

は欧州経済領域内に郵便送達宛先又は登録事務所又は現実かつ真正の工業上若し

くは商業上の事業所を有していない場合も同様である（同上）。 

   (b) (a)以外の場合の代理人の資格155（知財条約2.15条4項） 

(i) ベネルクス知的財産庁の登録簿に登録されている代理人156  

(ii) ベネルクス領域内の裁判所、法曹協会又は法曹試補の一覧に登録されている弁

護士  

(iii) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、加盟諸国の1において弁護

士資格を有し、かつ欧州連合又は欧州経済領域にその事務所を有する弁護士 

(iv) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、欧州共同体商標意匠庁に

対する異議関連手続に関する代理人資格を有する者 

(v) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、欧州連合又は欧州経済領

域加盟国の中央の産業財産権庁における異議関連手続に関する代理人資格を満

                                                                                                                                                  
の場合に代理人は要求されていない。後記本項第 3 パラグラフ参照。施行規則 3.6 条 4 項 4。 
154 知財条約第IV編第 1 章の代理人登録簿に関する規定は施行されておらず、なお、議定書

では廃止される予定ということである。（注 9 参照）European Communities Trademark 
Association (ECTA)ホームページhttp://www.ecta.org/IMG/pdf/camille_janssen.pdf 
155 異議手続以外の場合については、1)記載のとおり、事務所又は事業所を欧州連合又は欧

州経済領域に有していることだけが、代理人の条件である。 
156 同上。 
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たし、かつ、職業上の住所を欧州連合又は欧州経済領域内に有する者 

(vi) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、欧州連合又は欧州経済領

域加盟国の特別な代理人資格が要求されない中央の産業財産権庁に対して、少

なくとも5年間継続的に異議関連手続に関する代理人として行為しており、かつ、

その職業上の住所を欧州連合又は欧州経済領域内に有する者 

 

④ 国際登録出願名義人本人が現地代理人なしでできる手続 

   名義人本人が指定商品・役務の補正手続を行うことができる場合は、その方法、様

式、提出先等 

    

(1) 国際登録の名義人が欧州連合又は欧州経済領域内に事業所又は住所を有している

場合には代理人なしでベネルクス知的財産庁に対する手続を行うことができる157

（異議手続について158、知財条約 2.15 条 1 項、2 項）。また、異議手続においては、

国際登録の名義人が欧州連合又は欧州経済領域内に事業所又は住所を有している場

合及び当該地域内に名義人が経済的に関連している他の事業体が事業所又は住所を

有している場合にも、当該地域内に事業所又は住所を有する事業体の従業員を代理

人として直接手続をすることができる（知財条約 2.15 条 3 項）。 

(2) 直接応答する場合には、意見書の提出、指定商品及び役務の限定等は可能である159。

なお、ベネルクス知的財産庁の公式言語はオランダ語及びフランス語であり、ベネ

ルクス知的財産庁宛の全ての書類は、これらの言語の何れかで作成しなければなら

ない（施行規則 3.3 条 1 項、2 項）ので、実際的には応答は容易ではないと思われる。 

  (3) 異議手続における言語も、オランダ語又はフランス語であり、国際登録の名義人

が選択しない場合にはフランス語となる。ただし、異議手続における異議申立人と

の主張の交換等は、異議申立人が同意すれば英語を使用することも可能である（施

行規則 1.20 条 1 項、2 項、1.22 条 1 項-4 項）。 

 

 ⑤ 暫定的拒絶通報に対しベネルクス知的財産庁に直接応答しない場合又は直接応答後

                                                  
157 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→Miscellaneous 
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=misc 
158 知財条約及び施行規則では、WIPOのホームページでの記載と異なり、必ずしもすべて

の場合に代理人は要求されていない。施行規則 3.6 条 4 項 4。 
159 日本国特許庁ホームページ→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→世界の

産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド→（制度）オランダ

http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/NETHRLANDS.html・→ベルギー

http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/BELGIUM.html・→ルクセンブルグ
http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/LUXEMBOURG.html 
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も拒絶理由が解消しない場合の拒絶確定までの概略 

  1) 暫定的拒絶通報に応答しない場合 

ベネルクス知的財産庁が暫定的拒絶通報を発行した日から起算して6ヵ月を超え

ない（施行規則1.15条1項）範囲で、暫定的拒絶通報に記載された絶対的拒絶理由が

所定の期間内に解消しない場合は、その国際登録の領域指定の保護の全部又は一部

は拒絶され（最終処分）、当該最終処分は国際登録の名義人に通知される（知財条約

2.11条4項）。当該通知には、拒絶理由及び上訴の手続きが記載される（知財条約2.11

条4項）。国際登録の領域指定の全部又は一部についての拒絶が確定したときは、そ

の旨国際事務局に通知される（共通規則18規則の3(2)、(3)）。当該通知は、国際事務

局から、国際登録の名義人に通知される（共通規則18規則の3(5)）。 

異議申立に基づく暫定的拒絶通報については、ベネルクス知的財産庁が暫定的拒

絶通報を発行した日から 2 ヵ月後に異議手続が開始される（施行規則 1.17 条 1 項(b)）。

国際登録の名義人が、提起された異議申立に対して反対しない場合には、名義人は、

国際登録の領域指定の保護請求を放棄したものとみなされる（知財条約 2.16 条 3 項

(b)）。 

 

  2) 直接応答後も拒絶理由が解消しない場合 
暫定的拒絶通報に対して応答し、又は異議手続が開始された場合において、最終

的にベネルクス知的財産庁が国際登録の領域指定の全部又は一部の保護を拒絶する

場合には、ベネルクス知的財産庁は、その旨最終処分又は異議決定として国際登録

の名義人に通知する（知財条約2.11条4項（絶対的拒絶理由）、2.18条3項（異議手続））。

当該通知には、拒絶理由及び上訴の手続きが記載される（知財条約2.11条4項）。国際

登録の領域指定の全部又は一部についての拒絶が確定したときは、その旨国際事務

局に通知される（共通規則18規則の3(2)、(3)）。当該通知は、国際事務局から、国際

登録の名義人に通知される（共通規則18規則の3(5)）。 

 

  3) 暫定的拒絶通報に直接応答することに代えて国際事務局に商品又は役務の限定の

申請をした場合 

 

    国際登録の領域指定の全部又は一部が変更された場合には、ベネルクスにおいて

も、商品又は役務の変更とみなされると考えられる（知財条約 4.4 条(a)）ので、暫

定的拒絶通報に記載された拒絶理由が解消していれば、登録は認められると考えら

れるが、確実に応答期限内に商品又は役務の変更がベネルクス知的財産庁に申請さ

れるようにするためには、直接応答することが望ましい。 

 
（６） 拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略 
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(1) 国際登録の領域指定について、暫定的拒絶通報が発行されることなく、ベネルク

ス知的財産庁の絶対的拒絶理由の審査が終了し異議申立期間が満了した場合には、

ベネルクス知的財産庁は、国際事務局に、当該国際登録の領域指定に保護が与えら

れる旨の通知を送付し（共通規則 18 規則の 3(1)）、当該通知は、国際事務局から、

国際登録の名義人に通知される（共通規則 18 規則の 3(5)）。国際登録の領域指定は、

ベネルクス知的財産庁が送付した保護認容声明が国際事務局により公告された日が

登録日とみなされる（施行規則 1.8 条 1 項160）。国際事務局が国際登録の領域指定を

ベネルクス知的財産庁に通知した日から 12ヵ月以内に暫定的拒絶通報が送付されな

かった場合161も、ベネルクスでの保護が認められるので、保護認容声明が送付され

ると考えられるが、当該保護認容声明が送付されなかった場合の登録日について、

知財条約、施行規則には記載がない。 

(2) 暫定的拒絶通報に対して応答し、又は異議手続が開始された場合において、国際

登録の領域指定の全部又は一部の保護が確定した場合には、ベネルクス知的財産庁

は、その旨国際事務局に通知する（知財条約 2.11 条 4 項（絶対的拒絶理由）、2.18

条 3 項（異議手続）、共通規則 18 規則の 3(2)）。当該通知は、国際事務局から、国際

登録の名義人に通知される（共通規則 18 規則の 3(5)）。ベネルクス知的財産庁が送

付した保護認容声明を国際事務局が公告した日を登録日とみなす（施行規則 1.8 条 3

項）。 

 

（７） 登録 
① 登録簿 

国際登録の領域指定については、ベネルクス知的財産庁が送付した保護認容声明を

国際事務局が公告した日を登録日とみなす（施行規則 1.8 条 1 項、3 項）と規定され

                                                  
160 同条では、「マドリッド協定及びマドリッド議定書に基づく共通規則の規則 17(6)(a) 
(i)に規定されている、庁によって送付された宣言書」となっているが、共通規則の改正によ

り、共通規則 18 規則の 3 第 1 項の保護認容声明と考えられる。 
161 ベネルクスは、暫定的拒絶の通報の送付期間を国際登録の領域指定の通知の日から 18
カ月とするマドリッド協定議定書 5 条(2)(b)の宣言及び当該 18 ヵ月の期間経過後に異議申

立に基づく暫定的拒絶の通報の送付が認められるマドリッド協定議定書 5 条(2)(c)の宣言を

していないので、1 年以内に暫定的拒絶の通報を発行しなければならない（マドリッド協定

議定書 5 条(2)(a)）。WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International 
Registration of Marks→about Members→Declarations made by Contracting Parties of the 
Madrid System under the Agreement, the Protocol and the Common Regulations 
http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html 
なお、WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→General 
Informationhttp://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=general では、暫定

的拒絶の通報の送付期間を国際登録の領域指定の通知の日から 18ヵ月とするマドリッド協

定議定書 5 条(2)(b)の宣言をしていることになっているが、誤りである。   
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ている。その規定の効力に影響することなく、ベネルクス知的財産庁は、国際事務局

からの国際登録の領域指定の通告（知財条約 2.2 条）及びその補正等に関する通告（知

財条約 4.4 条）を事務処理等のために国内登録簿に登録する（施行規則 3.2 条 1 項）。

また、ベネルクス知的財産庁は、名義人の請求、国際事務局からの通報又は裁判所の

判決に基づく出願及び登録についての補正を行い、必要に応じて、国際事務局に通知

する責務を負う（知財条約 4.4 条(a)）。 

 

 ② 登録証書の発行 

国際登録の領域指定については、国内出願に基づく商標の登録と登録証の交付につ

いての知財条約 2.8 条は、適用も準用も規定されていないので、登録証書は発行されな

いと考えられる。 

 

（８） 登録後の注意事項 
1) 使用許諾（ライセンス） 

(1) 商標は、指定商品又は役務の全部又は一部についてライセンスすることができ

る（知財条約2.32条1項）。  

ベネルクス知的財産庁は、マドリッド協定議定書共通規則20規則の2(6)(b)の宣

言をしていないので、国際登録におけるMM13（ライセンスの記録の申請）、MM14

（ライセンスの記録の修正の請求書）、MM15（ライセンス記録の取消の請求書）

様式による国際登録簿へのライセンスの登録は、ベネルクス域内において効力を有

する。 

(2) 国内登録簿についてのライセンスの登録は、商標所有者及びライセンシーから

の共同申請によってのみ取り消すことができる（知財条約2.32条3項）。規定はな

いが、国内商標登録簿へのライセンスの登録も共同申請によることになると考え

られる。国際登録については、名義人の単独でのライセンスの登録、修正又は取

消の申請が可能である（共通規則20規則の2(1)、(4)）。 

(3) 商標権者は、ライセンス契約の違反があるときは、ライセンシーに対して商標

権を行使することができる（知財条約2.32条2項）。 

(4) ライセンシーは、商標権侵害についての商標権者の損害賠償請求訴訟等に参加

し、また、商標権者が同意している場合は、単独で当該訴訟を提起することがで

きる（知財条約2.36条4項-6項）。ただし、ライセンスは登録されていなければな

らない（知財条約2.33条）。譲渡、質権の設定、差押と同一の扱いであり、国内登

録の権利行使に限定されていないので、国際登録の領域指定についても、登録は

要求されると考えられる。  

 

2) 放棄 
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(1) 国際登録の名義人はいつでも国際登録の領域指定の保護の放棄を請求すること

ができる（知財条約2.25条1項）。放棄は、指定商品又は役務の1又は2以上に限定

して行うことができる（知財条約2.25条5項）が、国際事務局への手続は、商品及

び役務の限定（共通規則25規則(1)(a)(ii)、様式MM6）により行うことになる。なお、

一部の締約国について全部の商品及び役務を放棄する場合には、商品及び役務の

放棄の記録の請求（共通規則25規則(1)(a)(iii)、様式MM7）が可能である。 

(2) 保護の放棄の効力は、ベネルクスの全領域に及ぶ。国際登録の領域指定の保護

が、ベネルクス領域の一部に限られている場合も同様である（知財条約2.25条3項

-4項）。 

(3) ライセンス、質権、差押が登録されている場合は、ライセンシー、質権者、差

押債権者との共同申請によってのみ放棄することができる（知財条約2.25条2項）。

国際登録については、名義人の単独でのライセンスの取消の申請が可能である（共

通規則20規則の2(1)、(4)）。 

 

3) 取消  

(1) 取消理由 

  次の理由がある場合には、商標登録の取消ができる（知財条約2.26条）。 

(a) 不使用取消 

(i) 商標が、正当な理由なく連続して5年間、ベネルクス領域内において、指定

商品又は役務に関して使用されていないこと（知財条約2.26条2項(a)）。 

訴訟が生じたときは、商標権者が使用の立証責任の一部又は全部を負う

（同）。  

     (ii) 商標の使用は次のものも意味する（知財条約2.26条3項）。 

(ｱ) 登録された商標と異なる部分が識別性に影響しない要素のみである商標

の使用 

(ｲ) 輸出目的のみの商品又はその包装への商標の表示 

(ｳ) 商標権者の同意に基づく第三者による使用  

    (b) 商標権者の作為又は不作為により、商標が指定商品又は役務を商業的に示す

ものになっていること（知財条約2.26条2項(b)）。  

(c) 商標権者又はその同意に基づき指定商品又は役務について使用されたことに

より、商標が公衆に誤認（特に商品又は役務の性質、品質又は原産地に関して）

を生じさせるおそれがあること（知財条約2.26条2項(c)）。  

 

   (2) 取消の訴え 

(a) 取消の訴えは利害関係人が裁判所に提起することができる（知財条約2.27条1

項、4.5条）。 
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(b) 不使用取消訴訟は、不使用の5年間経過後訴えの提起までの間に使用が開始

（再開）された場合には提起することはできない（知財条約2.27条2項）。ただ

し、訴訟提起前3ヵ月の期間内に商標権者が訴訟提起の可能性を知った後に使用

の準備を開始したものである場合は、この限りでない（同上）。 

不使用取消訴訟の提起ができなくなっている商標の商標権者は、不使用に基

づいて無効宣言がされることが可能であった期間中に出願された商標について

商標権を行使し、又は無効を主張することはできない（知財条約2.27条3項、4

項）。 

(c) 取消は、標識の要素の一部についてのみは認められないが、理由が一部の商

品又は役務のみに関するものであるときは、指定商品又は役務の1又は2以上に

限定される（知財条約2.30条1項、2項）。 

 

4) 無効訴訟  

(1) 公訴官を含む利害関係人が裁判所に無効訴訟を提起する場合の無効理由（知財

条約2.28条1項） 

  使用により識別性を獲得している場合は、(b)、(c)、(d)は無効とはならない（知

財条約2.28条2項）。 

(a) （２）1)の商標の定義（団体商標の場合は、（２）2）を含む）に定義されて

いる商標を構成することができない標識の登録  

(b) 識別性を欠いている商標の登録  

(c) 商品又は役務の種類、品質、数量、用途、価格、原産地又は製造若しくは提

供の時期、又はそれに関する他の特徴を表示するために、商取引上使用される

標識又は表示のみによって構成されている商標の登録  

(d) 日常用語又は誠実かつ確立した商慣習の一部となっている標識又は表示のみ

によって構成されている商標の登録。  

(e) 次のいずれかに該当する商標の登録 

   (i) 使用方法にかかわりなく、ベネルクス領域内の1つの国における公序良俗に

反する商標、又はパリ条約第6条の3により拒絶又は無効とされるべき商標（知

財条約2.4条(a)） 

(ii) 公衆を誤認させる（例えば、商品又は役務の性質、品質又は原産地に関し

て）おそれのある商標（知財条約2.4条(b)） 

(iii) ぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表示から構成され、又はこれを含む

商標（原産地が異なるぶどう酒又は蒸留酒に関する場合）。ただし、出願が2000

年1月1日又は当該地理的表示についての保護の開始より前に善意でされてい

たときは、この限りでない。知財条約2.4条(g)） 

(f) 類似の商品又は役務について登録され、出願前3年以内に消滅した団体商標に
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類似している商標（知財条約2.4条(c)）。登録日から5年を過ぎた場合は提起で

きない。 

 

   (2) 先の商標権者又は知財条約2.4条(d)から(f) 162で言及されている第三者（期間満

了により消滅した登録商標の所有者、周知商標の所有者、出願前に正当に商標を

使用していた者）が当事者である場合の無効理由（知財条約2.28条(3)） 

    (a) 先の商標より後の出願である商標に係る登録  

ただし、先の商標権者が、連続して5年間以上、登録商標の使用を知りながら

黙認していた場合は、後の商標が悪意で出願されていた場合を除き、無効訴訟

を提起することはできない。先行権を理由として後の商標の無効を訴えること

はできない（知財条約2.29条）。 

(b)  知財条約2.4条(d)から(f)163に該当する商標登録。消滅した個別出願に類似す

る商標については、先の商標の消滅後3年以内、それ以外は、登録日から5年以

内に無効訴訟を提起しなければならない。ただし、周知商標と類似する商標が

悪意で出願されたものである場合は期間の制限はない。 

 

   (3) 公訴官が提起する無効訴訟（知財条約2.28条(4)） 

(a) 裁判管轄：ブラッセル、ヘーグ及びルクセンブルグの裁判所のみが管轄権を

有するものとする。 

(b) 公訴官によって提起される訴訟は、同一理由に基づいて提起された他の全て

の訴訟を停止させるものとする。  

 

(4) 取消は、標識の要素の一部についてのみは認められないが、理由が一部の商品

又は役務のみに関するものであるときは、指定商品又は役務の1又は2以上に限定

                                                  
162 知財条約 2.4 条 
(d) 類似の商品又は役務について第三者によって登録され、出願前 2 年以内に期間満了に

より消滅した個別商標に類似した商標（当該第三者が同意したとき、不使用であった場合

を除く） 
(e) 第三者が所有しているパリ条約第 6 条の 2 の意味における周知商標と混同を生じるお

それのあるもの（当該第三者が同意している場合を除く）  
(f) 商標の登録であって不正に出願されたもの。次のものが含まれる。 

1) 第三者がベネルクス領域において過去 3 年の間に類似の商品又は役務に類似商標

を不正の目的でなく通常の使用をしていた事実を知りながら、又は正当な理由なく知らな

いでなされた出願（当該第三者の同意がある場合を除く） 
2) 第三者がベネルクス領域外において過去 3 年の間に類似の商品又は役務に類似商

標を不正の目的でなく通常の使用をしていた事実を、当該第三者との直接の関係から知得

しながらなされた出願（当該第三者が同意している場合、又は当該知得が出願人のベネル

クス領域における当該商標の使用開始後である場合は除く）。 
163 同上。 
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される（知財条約2.30条1項、2項）。 

 

（９） 異議 
1) 異議申立 

次の商標については、先の商標の出願人又は所有者は、国際事務局により当該国

際登録の領域指定が公告された月の翌月の初日から2ヵ月の期間内に、ベネルクス知

的財産庁に異議申立することができる（知財条約2.14条1項、2.18条1項）。 

(1) 知財条約2.3条(a)及び(b)164に従い、優先順位が自己の順位より下位にあるも    

 の 

(2) パリ条約第6条の2の意味における自己の周知商標との混同を生じさせるおそれ

があるもの  

 

2) 異議手続（施行規則1.17条1項） 

(1) ベネルクス知的財産庁は、異議申立が受理できるものであるかを決定し、その

旨を申立人及び暫定的拒絶通報により国際事務局に通知する。 

 (2) 異議手続は、ベネルクス知的財産庁が暫定的拒絶の通報を発行した日から2ヵ月

後に開始される。国際登録の名義人は、当該2ヵ月の期間中に、代理人を選任して

暫定的拒絶の通報に応答するか、異議申立人と協議して異議を解決するか、しな

ければならない。ベネルクス知的財産庁は、手続の開始を当事者に通知する。  

(3) 申立人は、異議手続開始から2ヵ月以内に主張及び書面証拠（先の商標の周知性

の証明を含む）を提出しなければならない。手続開始前に提出された主張及び書

面証拠は手続開始時に提出されたものとみなす。 

(4) ベネルクス知的財産庁は申立人の主張等を被申立人に送付する。被申立人は当

該主張等から2ヵ月以内に書面で応答し、又は申立人に使用証明を要求することが

できる。 

(a) 使用証明が要求されたときは、申立人は、2ヵ月以内に、使用証明を提出し、

又は不使用について正当な理由があることを証明しなければならない。使用証

明等が指定商品又は役務の一部についてしか提出されないときは、ベネルクス

知的財産庁はその他の商品又は役務についての異議は判断しない。 

(b) 使用証明が提出された場合は、被申立人は、すでに主張している場合を除き、

2ヵ月以内に、申立人の主張に対して書面で応答することができる。 

                                                  
164 知財条約2.3条 
出願の優先順位を決定するときは，次の事項に関する権利であって，その出願時に存在し

ており，また，その訴訟のときに維持されているものが考慮されなければならない。  
(a) 同一の商品又はサービスについて出願された同一の商標  
(b) 同一又は類似の商品について出願された同一又は類似の商標。ただし，公衆の心に，先

の商標との連想の危険を含む，混同の虞が存在することを条件とする。 
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(c) 欧州連合内に事務所又は事業所を有しない名義人は、代理人を指名するか、

欧州連合又は欧州経済領域内の郵便送達住所を届け出なければならない（施行

規則1.17条2項）。 

(d) ベネルクス知的財産庁は、当事者のいずれか又は双方に追加の主張及びその

証拠書類を、一定の期限内に提出するよう求めることができる。 

(5) ベネルクス知的財産庁は、正当な理由がある場合、職権により、又は当事者の

申請に基づき、口頭審理を行う（施行規則1.27条）。  

(6) 異議申立に関する審査が完了した後、庁はできる限り早く決定に到達しなけれ

ばならない（知財条約2.16条4項）。 

(a) 異議申立の審査は、当事者が提起又は提出した主張、事実及び証明に限定さ

れる（施行規則1.25条(e)）。 

(b) 異議申立に関する決定は、当事者双方が意見を述べた理由のみに基づくもの

とする。反対当事者が応答しない事実は認めたものとみなされる（施行規則1.25

条(d)）。  

(c) 異議申立に関する決定は、理由を付した書面により、当事者双方に送付される

（施行規則1.25条(f)）。 

(d) 異議申立基本手数料は敗訴者が負担する。異議申立が一部において成功した

場合は、費用の支払を要しない。（知財条約 2.16 条 5 項、施行規則 1.32 条 3

項） 

 

  3) 異議手続の中止 

(1) 手続は、次の場合は、中止される（知財条約 2.16 条 2 項）。  

(a) 異議申立が先の商標等の出願を理由としている場合  

(b) 先の商標等について無効又は資格剥奪を目的とする訴訟が提起された場合  

(c) 先の商標等の絶対的理由に基づく拒絶手続か進行している場合  

(d) 当事者の共同請求がある場合  

(i) 共同申請による中止の期間は2ヵ月とし、延長することができる（施行規則

1.26条(3)）。手続開始前の申請は、異議申立受理後手続開始までの2ヵ月の期

限の延長とみなされる（施行規則1.26条(4)）。 

(ii) 共同申請による中止には、申請後1ヵ月以内の手数料の納付を必要とする。

ただし、手続開始前については、最初の12ヵ月間は無料である。（施行規則

1.26条(5)）  

   (2) 異議手続が中止された場合は、ベネルクス知的財産庁は中止理由を示し、その

旨を当事者に通知する（施行規則1.26条(1)）。  

(3) 中止理由がなくなったときは、手続は再開されるものとする（施行規則1.26条(2)）。 
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4) 異議手続は、次の場合は、終結される（知財条約2.16条3項）。  

(1) 異議申立をした当事者が異議申立の資格を有せず又は先の商標権が有効である

ことを証明できない場合  

(2) 被申立人が、異議申立に対して反対しない場合。被申立人は、出願に関する権

利を放棄したものとみなされる。  

(3) 異議申立の取り下げ、又は先の出願等の拒絶の確定 

(4) 先の商標が最早有効でない場合。手数料の一部が返還される。（施行規則1.32

条1項、2項参照。） 

 

  5) 異議手続における代理人（（５）③（現地代理人の必要性の有無）2)参照） 

(a) 個人又は法人で、欧州連合又は欧州経済領域内に郵便送達宛先又は登録事務所

又は現実かつ真正の工業上又は商業上の事業所を有している者は、異議申立関連

手続に関し、従業者を代理人として手続をすることができる（知財条約2.15条3項）。

所定の様式による署名された委任状をベネルクス知的財産庁に提出しなければな

らない（同上）。 

当該従業者は、その事業体に経済的に関連している他の事業体のために代理人

として行為することもできる（知財条約2.15条3項）。他の事業体が欧州連合又は

欧州経済領域内に郵便送達宛先又は登録事務所又は現実かつ真正の工業上若しく

は商業上の事業所を有していない場合も同様である（同上）。 

   (b) (a)以外の代理人の資格（知財条約2.15条4項） 

(i) 庁の登録簿に登録されている代理人165  

(ii) ベネルクス領域内の裁判所、法曹協会又は法曹試補の一覧に登録されている弁

護士  

(iii) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、加盟諸国の1において弁護

士資格を有し、かつ欧州連合又は欧州経済領域にその事務所を有する弁護士 

(iv) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、欧州共同体商標意匠庁に

対する異議関連手続に関する代理人資格を有する者 

(v) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、欧州連合又は欧州経済領

域加盟国の中央の産業財産権庁における異議関連手続に関する代理人資格を満

たし、かつ、職業上の住所を欧州連合又は欧州経済領域内に有する者 

(vi) 欧州連合又は欧州経済領域の加盟国の国籍を有し、欧州連合又は欧州経済領

域加盟国の特別な代理人資格が要求されない中央の産業財産権庁に対して、少

なくとも5年間継続的に異議関連手続に関する代理人として行為しており、かつ、

                                                  
165 知財条約第IV編第 1 章の代理人登録簿に関する規定は施行されておらず、なお、議定書

では廃止される予定ということである。European Communities Trademark Association 
(ECTA)ホームページhttp://www.ecta.org/IMG/pdf/camille_janssen.pdf 
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その職業上の住所を欧州連合又は欧州経済領域内に有する者 

 

  6) 異議手続の言語 

   (1) 手続言語はオランダ語又はフランス語の内の1とする（施行規則1.20条1項）。 

(a) 手続言語は、異議申立受理通告の日付から1ヵ月の期間内に被申立人が選択し

た言語とし、選択がされないときは、フランス語とする（施行規則1.20条1項(a)）。 

(b) 異議申立書における申立人の言語の選択に、被申立人が1ヵ月以内に同意した

ときは、当該言語を手続言語とする（施行規則1.20条1項(b)）。 

(c) 異議申立に関する決定は、手続言語によって作成される（施行規則1.20条4項）。

ベネルクス知的財産庁は当事者双方に手続言語を通知する（施行規則1.20条3

項）。 

   (2) 主張及び提出証拠等 

    (a) 当事者は、オランダ語又はフランス語の内、手続言語でない言語で主張を提

出することができる（施行規則1.21条1項）。当事者は、ベネルクス知的財産庁

に、自己の費用で、相手方の主張及び異議決定等の他方言語への翻訳を請求す

ることができる（施行規則1.21条2項-5項）。 

    (b) 当事者は、合意による手続言語の決定と同じ方法で、当事者の主張の提出の

言語を英語とすることができる（施行規則1.23条1項、2項）。この場合は、英

語以外の言語での主張の提出は認められず、ベネルクス知的財産庁は主張等の

翻訳は行わない（施行規則1.23条4項）。    

    (c) 証拠書類については、上記(a)(b)に係わらず、最初に作成された言語で提出す

ることができる。ベネルクス知的財産庁は、証明事項が十分に理解可能である

場合に限り、それらを考慮するものとする（施行規則1.24条）。  

 

7) 使用証明 

使用証明には、異議申立の根拠とされた先行商標の指定商品及び役務についての

使用の場所、期間、範囲及び性質についての情報を記載する。証明は、異議申立

の対象とされた商標に係る公告の日に先行する5年間における使用を示すもので

なければならない（施行規則1.29条2項）。国際登録の領域指定の場合には、国際

事務局により当該国際登録の領域指定が公告された月の翌月の初日に先行する5

年間の使用を示すものが必要と考えられる（知財条約2.18条1項）。当該証明は、

紙面によるもの、例えば、包装、ラベル、価格表、カタログ、インボイス、写真

及び新聞広告等に限定するのが望ましい（施行規則1.29条3項）。  

 
（１０） 上訴 

1) ベネルクス知的財産庁による絶対的拒絶理由の審査に基づく国際登録の領域指定
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の保護の拒絶166（知財条約2.11条4項）については、その旨の通知の日から2ヵ月以

内に、出願人はブラッセル上訴裁判所、へーグ裁判所又はルクセンブルグ上訴裁判

所に上訴することができる（知財条約2.12条1項）。 

 管轄裁判所は、国際登録の領域指定に記載された出願人又は代理人の住所又は郵

便送達住所によって決定する。出願人又は代理人の何れもベネルクス領域内に住所

又は郵便送達住所を有さない場合は、管轄裁判所は、出願人が選択した裁判所とす

る（知財条約2.12条3項）。 

2) 異議申立に対する決定（知財条約2.16条4項）については、当事者は、当該決定か

ら2ヵ月以内に、ブラッセル上訴裁判所、へーグ裁判所又はルクセンブルグ上訴裁判

所に上訴することができる（知財条約2.17条1項）。 

  管轄裁判所は、国際登録の領域指定に記載された出願人又は代理人の住所又は郵

便送達住所によって決定する。出願人又は代理人の何れもベネルクス領域内に住所

又は郵便送達住所を有さない場合は、管轄裁判所は、上訴人が選択した裁判所とす

る（知財条約2.17条2項）。 

3) 上訴裁判所の決定は、高等上訴裁判所に付託することができる。当該上訴は、停止

効果を有するものとする。（知財条約2.12条4項、2.17条3項） 

4) ベネルクス加盟国の1において下された裁判所の判決は、他の2国においても承認

され、裁判所の判決による取消は、次の場合には、関係国からの請求に基づいてベ

ネルクス知的財産庁によって実行される（知財条約1.14条）。  

(1) 判決が当該国の法制に従って強制執行の要件を満たしていること  

(2) 判決が確定し、上訴の対象ではないこと 

 

（１１） 権利行使 
① 権利の発生時期、条件 

   商標に関する排他的権利は、ベネルクス領域内での出願に基づく商標の登録又は

国際登録の領域指定に基づく登録によって取得される（知財条約2.2条）。 
1) 商標保護の範囲 

(1) 登録商標はその所有者に排他権を与える。商標についての排他権は、第三者が

次の行為をすることを禁止することができる（知財条約2.20条1項）。 

(a) 業として、登録商標と同一の標識を、指定商品又は役務と同一の商品又は役

務に使用すること  

(b) 業として、登録商標の指定商品又は役務と同一又は類似の商品又は役務に使

用することにより、公衆に、商標との結合を含む、混同を生じるおそれがある

登録商標と同一又は類似の標識の使用 

(c) 業として、ベネルクス領域において名声を得ている商標の指定商品又は役務

                                                  
166 暫定的拒絶の通報ではなく、知財条約 2.11 条 4 項により通知される最終処分である。 
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と類似しない商品又は役務についての使用で、商標の識別性又は名声から不当

な利益を取得し、またはこれらに害を与えることとなるもの。正当な理由があ

る場合は除く。 

(d) 商品又はサービスを識別する目的以外の目的での標識の使用で、商標の識別

性又は名声から不当な利益を得るか，又はそれらを害するもの。正当な理由が

ある場合は除く。 

   (2) 商標又は標識の使用は、特に、次の行為を意味するものとする（知財条約2.20

条2項）。  

(a) 製品又はその包装に標識を貼付すること  

(b) 標識の下で商品の販売を申し出、販売し若しくはそれらの目的で保有するこ

と、又は役務の提供を申し出若しくは提供すること  

(c) 標識を付した商品を輸入又は輸出すること  

(d) 営業書類又は広告宣伝に標識を使用すること  

(3) ニース協定の分類は、商品又は役務の類似性を判断する基準を構成しない （知

財条約2.20条3項）。  

4) ベネルクス領域の国家又は地方言語の1による商標についての排他権は、法律上

当然にその他のベネルクス領域の国家又は地方言語への翻訳に及ぶ（知財条約2.20

条4項）。 

 

② 侵害訴訟の提起 

1) 商標権者は、商標権者に生じた損害の賠償を請求することができる（知財条約21.2

条1項）。 

 (1) 商標権者は、損害賠償請求に加えて又はこれに代えて、侵害者が得た利益の移

転及びこれに関連する計算書の引渡を請求することができる。侵害行為が故意に

よるものではない場合その他正当な理由がないときは認められない（知財条約21.1

条2項）。 

 (2) 商標権者は、ライセンシーの名義で、損害賠償又は利益の移転を請求すること

ができる（知財条約21.1条3項）。ただし、ライセンシーが自ら請求することを妨

げない（知財条約2.36条4項-6項）。 

 (3) 商標権者は、国際登録の領域指定の保護確定後、国際事務局による国際登録の

公告日から商標の登録日までの間の商標の使用について合理的な補償を請求する

ことができる（知財条約21.1条4項）。国際登録の領域指定の登録日は、ベネルク

ス知的財産庁が送付した保護認容声明を国際事務局が公告した日である（施行規

則1.8条1項、3項）。  

2) 商標権者は、その選択により、侵害を構成した製品若しくはその製品の生産に使用

された設備等の所有権の移転、又はそれらの廃棄若しくは使用不能とすることを請
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求することができる（知財条約2.22条1項）。当該請求は、侵害者が侵害行為により

取得した金銭についても行うことができる（同上）。ただし、侵害行為が悪意によ

るものでない場合は、請求は認められない（同上）。 

3) 裁判所の判決の強制執行は認められるが、担保提供が命じられることがある（知財

条約2.22条2項、3項）。 

4) 商標権者は、侵害者に対し、侵害品の出所に関する入手可能な全ての情報及びそれ

に関する全ての資料を提供することを請求することができる（知財条約2.22条4項）。 

 

  2) 排他権に関する制限  

(1) 商標権者は、第三者が業として次のものを使用することを禁止することはでき

ない（知財条約2.23条1項）。ただし，当該使用が事業又は営業活動における公正

な使用であることを条件とする。 

(a) 当該第三者の名称及び住所  

(b) 商品又は役務に関する種類、品質、数量、用途、価格、原産地、製造若しく

は提供の時期、又はその他の特徴に関する表示  

(c) 特に付属部品又は代替部品等の当該商品又は役務の用途を示すために必要な

商標 

(2) 商標権は、ベネルクス領域内の一部地域での保護を認める加盟国の法に基づき、

先の権利として保護されている商標の当該保護されている地域での使用について、

行使することはできない（知財条約2.23条2項）。 

(3) 商標権は、欧州連合又は欧州経済領域において、商標権者又はその同意により

商標を付して販売された製品には及ばない。ただし、その商品が、商標権者等に

より販売された後に、改変され又は劣化している等、その商品の更なる販売に反

対する正当な理由があるときは、この限りでない（知財条約2.23条3項）。 

(4) 先の商標権者が、連続して5年間以上、後の登録商標の使用を知りながら黙認し

ていた場合は、後の商標が悪意で出願されていた場合を除き、無効訴訟を提起す

ることはできない（知財条約2.24条1項）。この場合、後の商標の所有者は、先の

商標の使用を禁止することはできない（知財条約2.24条2項）。 

 
（１２） 議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い 

1) セントラルアタック等により国内出願に変更した際の取扱い 

ベネルクス知的財産庁は、議定書第 9 条の 5 に基づく転換申請ついても通常の

国内出願として審査する167。通常の出願の手数料の支払いを要する168。 
                                                  
167 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Benelux→As designated Office  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/bx.html?part=designated 
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     ただし、知財条約の規定は、パリ条約、TRIPS協定、マドリッド協定及びマドリ

ッド議定書、ヘーグ協定の適用、並びに商標の使用に関する禁止を生じさせるベ

ルギー、ルクセンブルグ又はオランダの法律の規定に不利な影響を及ぼさないも

のとする（知財条約4.8条）とされており、転換申請には、国際登録の取消を裏付

ける書類を添付することが必要である（施行規則1.14）。 

 

2) 代替169の取扱い 

(a) 代替の記録は、名義人からベネルクス知的財産庁への申請による170。 

 

(b) 2007 年に国際事務局が行ったアンケート調査に対するベネルクス知的財産庁

の回答によると、 

(i) 代替の申請について規定する法令はないが、マドリッド協定及びマドリッド協

定議定書が直接適用される。 

(ii) 代替の効力の発生及び代替の記録の申請の時期について、ベネルクス知的財

産庁は、意見を有していない。 

(iii) 国内登録の商品又は役務がすべて国際登録に含まれていなくとも代替の効力

は生じるが、名義人は、国内登録の商品又は役務について、国際登録で指定さ

れていないものの取消を要求される。 

(iv) 国内登録と国際登録の併存が認められる。 

(v) 先の国内登録を代替した国際登録がセントラルアタック等により取り消され、

                                                                                                                                                  
168 同上 
169 代替に関するマドリッド協定議定書の規定は次の通りである。 

第 4 条の 2 国際登録による国内登録又は広域登録の代替 

 (1) いずれかの締約国の官庁による国内登録又は広域登録の対象である標章が国際登

録の対象でもあり、かつ、その名義人が国際登録の名義人と同一である場合には、当

該国際登録は、当該国内登録又は広域登録により生ずるすべての権利を害することな

く、かつ、次の(i)から(iii)までの条件を満たすことを条件として、当該国内登録又は広

域登録に代替することができるものとみなす。 

(i) 国際登録による標章の保護の効果が第 3 条の 3(1)又は(2)の規定に基づいて当該締約

国に及んでいること 

(ii) 国内登録又は広域登録において指定されたすべての商品及びサービスが当該締約

国に係る国際登録においても指定されていること。 

(iii) (i)に規定する効果が国内登録又は広域登録の日の後に生じていること 

(2) (1)に規定する官庁は、求めに応じ、自己の登録簿に国際登録について記載しなけれ

ばならない。 
170 同上 
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当該国際登録について転換申請（議定書 9 条の 5）がされた場合、転換により登

録される国内登録には、先の国内登録の優先日等は承継される。 

ということである。 

 

  3) 使用許諾（ライセンス） 

(1) 商標は、指定商品又は役務の全部又は一部についてライセンスすることができ

る（知財条約2.32条1項）。  

ベネルクス知的財産庁は、マドリッド協定議定書共通規則20規則の2(6)(b)の宣

言をしていないので、国際登録におけるMM13（ライセンスの記録の申請）、MM14

（ライセンスの記録の修正の請求書）、MM15（ライセンス記録の取消の請求書）

様式による国際登録簿へのライセンスの登録は、ベネルクス域内において効力を有

する。 

(2) 国内商標登録についてのライセンスの登録は、商標所有者及びライセンシーか

らの共同申請によってのみ取り消すことができる（知財条約2.32条3項）。規定は

ないが、国内商標登録へのライセンスの登録も共同申請によることになると考え

られる。国際登録については、名義人の単独でのライセンスの登録、修正又は取

消の申請が可能である（共同規則20規則の2(1)、(4)）。 

(3) 商標権者は、ライセンス契約の違反があるときは、ライセンシーに対して商標

権を行使することができる（知財条約2.32条2項）。 

(4) ライセンシーは、商標権侵害についての商標権者の損害賠償請求訴訟等に参加

し、また、商標権者が同意している場合は、単独で当該訴訟を提起することがで

きる（知財条約2.36条4項-6項）。ただし、ライセンスは登録されていなければな

らない（知財条約2.33条）。譲渡、質権の設定、差押と同一の扱いであり、国内登

録の権利行使に限定されていないので、国際登録の領域指定についても、国際登

録へのライセンスの登録は要求されると考えられる。  

 
（１３） 議定書に関する宣言 

ベネルクスは、次の宣言を行なっている171。 

1) 個別手数料を賦課するマドリッド協定議定書 8 条(7)(a)の宣言 

2) ベネルクス知的財産庁が手数料を徴収し国際事務局に送付する共通規則 34 規則

(2)(b)の宣言 

 

なお、オランダ、ベルギー、ルクセンブルグは、2 以上の国である締約国の共通

                                                  
171 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Declarations made by Contracting Parties of the Madrid System 
under the Agreement, the Protocol and the Common Regulations 
http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html 
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の官庁に関するマドリッド協定議定書 9 条の 4 の宣言を行っている。 

 
（１４） ベネルクスに特徴的な制度 
    特になし。 
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（１５）ベネルクス知的財産庁ウェブサイト等から入手可能な情報 
①ベネルクス商標検索システム 

参照アドレス：  
https://www.boip.int/wps/portal/site/home/!ut/p/c5/04_SB8K8xLLM9MSSzPy8xBz9CP

0os3jnICdPRydDRwMDXydzA09fRy9vPx8_Y4sAA_1wkA7cKiyNIfIGOICjgb6fR35uqn

5wXo5-QXZ2mqOjoiIAK1NrTw!!/dl3/d3/L0lHSkovd0RNQU5rQUVnQSEhL1lCZncvZW

4!/ （http://www.boip.intの英語のページ） 
検索手順： 

注）英語版以外に、オランダ

語版、仏語版がある。 

手順 2： 
検索語入力欄のページ 
 
Simple search と Advanced 
search の２種類があり、ここ

では Simple を採用。 
①Wordmark:商標 
②Number:出願番号、登録番号

の２種類による検索が可能。 
 
ここでは、商標に「invention」
を入力した後、「Search」をク

リック 
 
注）Advanced では、ニース分

類、出願人、出願や登録の期間

などで検索可。 

「Search for a  trademark」を

クリック 

 

 

「Trademarks」の下部にある

手順 1： 

ベネルクス知的財産庁（英語

版）のトップページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 130

http://www.boip.int/
https://www.boip.int/wps/portal/site/home/!ut/p/c5/04_SB8K8xLLM9MSSzPy8xBz9CP0os3jnICdPRydDRwMDXydzA09fRy9vPx8_Y4sAA_1wkA7cKiyNIfIGOICjgb6fR35uqn5wXo5-QXZ2mqOjoiIAK1NrTw!!/dl3/d3/L0lHSkovd0RNQU5rQUVnQSEhL1lCZncvZW4!/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手順 3： 
検索結果リスト画面 
以下の項目が表示される。

・Reg:出願種類（INT(国際

出願)、EUR(欧州共同体

商標)、BNL(ベネルクス

出願）) 
・Trademark:商標 
・Merk nr:登録番号 
 
各商標をクリックすると、

詳細情報が表示される。 

手順 4： 
BNL 商標の詳細情報の表示の

ページ 
 
以下の情報が記載されてい

る。 
・Inschrijvingsnummer: 
登録番号 

・Nummer en  
dagtekening van het depot 
出願番号、出願日時 

・Vervaldatum:権利期間 
・Naam van de houder: 
出願人/名義人名称 

・Adres van de houder:住所 
・Woordmerk:商標 
・Klasse-aanduiding en 
 opgave van de waren en 
 diensten:区分,指定商品･ 

役務名 
・Status:ステータス など 
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②ベネルクスにおいて有効な指定商品・役務名を確認するサイト 

参照アドレス： 

https://www.boip.int/wps/portal/site/home/!ut/p/c5/04_SB8K8xLLM9MSSzPy8xBz9CP

0os3jnICdPRydDRwMDXydzA09fRy9vPx8_Y4sAA_1wkA7cKiyNIfIGOICjgb6fR35uqn

5wXo5-QXZ2mqOjoiIAK1NrTw!!/dl3/d3/L0lHSkovd0RNQU5rQUVnQSEhL1lCZncvZW

4!/ （http://www.boip.intの英語のページ） 
検索手順： 

 

手順 1： 
ベネルクス知的財産庁のト

ップページ 
 
「Trademarks」をクリック

手順 2： 
左端「Trademarks」メニュ

ーの「Register a trademark」
をクリックすると、サブメニ

ューが表示される。 
 
この中の「Classification」を

クリックした後、右端に表示

される「G&S Manager」を

クリックすると、WIPO ウ

ェ ブ サ イト  ｢ Goods & 
Services Manager｣にとぶ。
 
注）ベネルクス知的財産庁で

は、ニース分類のすべての区

分表題（heading）を受け付

けていることから、WIPO
ウ ェ ブ サイ ト ｢ Goods & 
Services Manager｣の情報は

有効と考えられる。 
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手順 3： 
検索語入力欄のページ 
（WIPO の検索ページ） 
 
ここでは、「publication」
と入力し、検索 

手順 4： 
検索結果の表示 
 
関連するニース分類のク

ラス等が左端に表示され

る。 
 
さらに、分類の項目をク

リックすると、右端に詳

細内容が表示される。 

 133


	３ ベネルクス
	（１） 商標法の動向等
	（２） 商標の定義
	（３） 方式要件
	（４） 審査
	（５）暫定的拒絶通報を受領した場合の国際登録出願名義人の応答手続
	（６） 拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略
	（７） 登録
	（８） 登録後の注意事項
	（９） 異議
	（１０） 上訴
	（１１） 権利行使
	（１２） 議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い
	（１３） 議定書に関する宣言
	（１４） ベネルクスに特徴的な制度
	（１５）ベネルクス知的財産庁ウェブサイト等から入手可能な情報




